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１．はじめに

LINE（登録商標）のスタンプには，どのような法的

保護が与えられるだろうか。従来から議論されている

ような漫画やキャラクターと著作物との関係として捉

えていいのか。個人間で送受信されるスタンプの著作

物の侵害の場面では，私的利用として例外規定の適用

を受ける余地はあるのか。商標法上や不正競争防止法

上の保護はどうなるのか―後述するように一般のクリ

エイターがスタンプを販売できるようになった現在，

クリエイターはどのように自分のデザインしたスタン

プを保護すればいいのか―このような疑問に答えよう

とするのが本稿である。

なお，本稿は，筆者個人の見解であり，所属する法

人や組織の見解を反映するものではない。

２．LINE 社のビジネスモデル

２．１ LINEスタンプとは

LINE 株式会社（以下，「LINE社」という）は，2014

年 10 月 9 日，事業戦略発表会「LINE カンファレン

ス」を開き，同社サービスへの登録ユーザー数が世界

で 5.6 億人を突破したと発表した(1)。しかし，この

データは単にスマートフォンなどの情報端末にアプリ

を入れただけというユーザーの数字も入るため必ずし

も正確なアクティブユーザーの数にはならない。そこ

で，実際の利用状況を示す月間利用者数について見て

みると，LINE 社の発表では 1.7 億人のアクティブ

ユーザーがいるとされている。この規模は，米国フェ

イスブック社傘下の対話アプリ最大手「WHATSAPP

（登録商標）」の 6億人，中国テンセントが運営する中

国対話アプリ最大手の「WECHAT（登録商標）」の 4

億 3,800 万人に次いで第三位となる（図 1 参照）(2)。

LINE社の発表では，2014 年 7 月 31 日時点で，インド

ネシアでのユーザー数は 3,000 万人以上，タイでも

2,800 万人に達しているとのことであり(3)，グローバ

ル展開にも成功している。

LINE スタンプの法的保護

パテント 2016Vol. 69 No. 3 − 95 −

LINE のスタンプには，どのような法的保護が与えられるだろうか。従来から議論されている漫画やキャラ

クターの著作物と捉えていいのか。商標法上や不正競争防止法上の保護はどうなるのか―一般のクリエイター

がスタンプを販売できるようになった現在，クリエイターはどのように自分のデザインしたスタンプを保護す

ればいいのか―本稿では，一般のクリエイターが考えるスタンプ販売を中心とするビジネスプランに資すると

いう観点から，スタンプそのもの，名前，関連キャラクター商品などの各種の態様に分解してそれぞれに対す

る法的保護を検討する。

要 約

会員 齊藤 尚男

LINE スタンプの法的保護
―クリエイターが考えるビジネスプランに資するために―



図１：月間アクティブユーザー数

2011 年 6 月 23 日にサービスを開始した同社を指数

関数的に急速に成長させた要因の一つは，「スタンプ」

であろう。LINE ユーザーは，このスタンプというイ

ラストをテキスト中心の会話の中に挿入し，自己の会

話の一部として使用する。この機能により，LINE 社

は，表情や感情の伝わりにくいメッセージだけのコ

ミュニケーションにイノベーションを起こした。

図２：LINE スタンプ例「ムーン」

図 2 は，LINE 社のオリジナルキャラクター「ムー

ン」である。この「ムーン」を含め，現在，LINEオリ

ジナルキャラクターのスタンプは 15種類ある。同社

の説明資料(4)によると，「スタンプ」とは，「テキスト

メッセージのチャット内に挿入できるイラスト」であ

り，「様々な喜怒哀楽やシチューエーションなどの表

現で，文字では伝達しにくい感情を，相手に送ること

ができ」る。このスタンプという概念は，従来のメー

ルやチャットなどで使われていた絵文字や顔文字とい

う概念を超えて，キャラクターのイラストだけでな

く，セリフや効果音なども加えられ，一コマ漫画のよ

うに 1つまたは複数のキャラクターが様々な場面で感

情を表すことにより，無味乾燥となりがちなテキスト

だけの会話に非言語的な表現を加味することに特徴が

ある。LINE サービスは，無料通話サービスやチャッ

トメッセージの「既読」機能，友達機能，ゲーム機能

などソーシャルネットワーク（SNS）としてのサービ

スは一通りカバーしているものの，他の SNS サービ

スから LINE 社のサービスを特徴付けているのは，や

はり「スタンプ」機能といって過言ではなかろう。従

来，絵文字やタイプフェイスなどを有料で購入すると

いうことは一般にあまりされていなかった。一方，ス

タンプの場合，前述のとおり無料のものだけでなく有

料のものもあり，LINE社によると，29.2％のユーザー

が有料スタンプを購入したことがあるとのことであ

る(5)。本稿執筆時においてフェイスブック社も LINE

社と同じようにスタンプ送信のサービスを開始してい

るが，有償のものや一般のクリエイターが販売するよ

うなスタンプは今のところ出ていないようである。次

項では，一般のクリエイターがスタンプを販売するこ

とを可能とした LINE Creators Marketの枠組みにつ

いて概観する。

２．２ LINE Creators Market の枠組み

LINE 社のサービス開始当初は自社によって作成さ

れたのスタンプのみであったところ，2014 年 4 月から

LINE 社は「LINE Creators Market（ライン・クリ

エーターズ・マーケット）」というサービスを開始し

た。これにより，個人か企業を問わず，一般のクリエ

イターは誰でもオリジナルのスタンプを制作して，販

売できるようになった。一般のクリエイターが権利者

としてユーザーに自分のスタンプを販売し，収益を

LINE社と折半するのである。

2015 年 9 月 15 日付けの LINE Creators Market利

用規約（以下，「利用規約」という）によると，LINE

Creators Marketの枠組みは，以下に説明するとおり

である。なお，本枠組みにおける当事者は，LINE 社

と実際に LINE スタンプを作成・販売するクリエイ

ターである。

まず，LINE 社は，クリエイターに対し，非独占的

な，LINE サービスにおけるスタンプその他のデジタ

ルコンテンツの作成を唯一の目的とするソフトウェア

等の利用権を付与する（利用規約 8.1条）（図 3参照）。

これにより，LINEスタンプの作成にあたって，LINE

側のコンピュータプログラムの著作権の利用がクリエ

イターに許諾されるのである。
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図３：LINE Creators Market の枠組み

次に，クリエイターは，LINE社に対し，スタンプ等

を利用する権利（複製，翻訳，翻案，改変または公衆

送信する権利を含む。またこれらの権利を第三者に再

許諾する権利を含む）を許諾する（利用規約 8.7条）。

その際，クリエイターは，スタンプ等に関する著作者

人格権を LINE 社または LINE 社の指定する第三者に

対しては行使しないことを約する（同条）。利用規約

上は，スタンプ等を利用する権利としており，必ずし

も「著作権」とは明言はしていないが，複製，翻訳，

翻案，改変または公衆送信する権利を含むとしている

ので，LINE スタンプが著作権法により保護されるこ

とを前提にしているようである。一方，同利用規約

は，著作者人格権については明言し，これを不行使と

することで LINE スタンプのクリエイターが公表権，

氏名表示権，同一性保持権を主張することを防いでい

る。これにより，LINE のスタンプがクリエイターの

意向とは独立してユーザーによってコミュニケーショ

ンの中で使われる場合に，クリエイターの氏名表示等

について心配する必要がなくなる。

クリエイターには，種々の禁止事項が設けられてお

り，他者の著作権，商標権，特許権等の知的財産権，

名誉権，プライバシー権その他法令上または契約上の

権利を侵害する行為は禁止される（利用規約 10.3条）。

実際には，クリエイターの作成したスタンプは，40種

類を 1シリーズとして LINE 社によって審査され，禁

止事項に当たらないかが厳格に判断される。ただ，裁

判所における商標権の侵害性の場合と異なるのは，裁

判所の場合，商標のみならず指定商品や指定役務との

関係を考慮して類否の判断がなされる一方，LINE 社

による審査の場合は指定商品や指定役務にかかわりな

く，マーク部分の類似性をもって審査がなされるよう

である。

以上より，LINE Creators Marketの基本的な枠組

みをまとめると，LINE 社とクリエイターとが相互に

著作権を利用許諾し合うものと捉えることができよ

う。LINE 社はコンピュータプログラムの著作権をク

リエイターに利用許諾し，クリエイターはスタンプの

著作権を LINE 社に利用許諾する。スタンプの著作権

は，クリエイターに帰属し，LINE 社を介して LINE

サービスの一般ユーザーに利用される。一般ユーザー

には LINE サービス外の利用は許諾されておらず，二

次的著作物としての利用などは許諾されていない。一

般ユーザーからの収益は，LINE 社とクリエイターと

の間で 50％ずつ配分される。現在のところ，LINE

Creators Marketで取り扱われるスタンプは，40種類

を 1シリーズとして 100円で販売される。

このように LINE Creators Marketにおける利用規

約上，スタンプは，著作物として扱われている。だが，

果たして法的保護として著作権法上の保護のみで足り

るのか。以下，各法域における保護とその限界を検討

する。

３．スタンプの各側面に対する法的保護

LINE スタンプが他人により模倣された場合，どの

ような保護があるか。真っ先に思いつくのは著作権法

上の保護であろう。また，産業財産権としての保護に

は，意匠法や商標法上の保護がある。産業財産権の中

には技術的思想の創作である発明や考案を保護する特

許権や実用新案権があるが，新規性，進歩性を備えた

技術的思想の創作とは言いがたいスタンプを，これら

の権利で保護することはなかなか考えづらい。その

他，不正競争防止法上の保護やパブリシティ権，市場

の中で認知され商習慣の中で定着してきた商品化権に

よる保護が考えられる。これらによる保護は，スタン

プのある側面はカバーするが，ある側面はカバーしな

いというものである。今のところ，スタンプに関する

すべての側面を包括的に保護するような一つの法律は

ない(6)。

本稿では，一般のクリエイターが考えるスタンプ販

売を中心とするビジネスプランに資するという観点か

ら，スタンプそのもの，名前，関連キャラクター商品

などの各種の態様に分解してそれぞれに対する法的保

護を検討する。

３．１ スタンプそのもの

LINE スタンプは，有償または無償でユーザーに提
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供されることが一義的な取引態様であるから，クリエ

イターとしてはまずスタンプそのものをどのように保

護するかという点が気になるところである。

スタンプそのものに対する保護としては，大きく

(1)著作物としての保護と(2)商標としての保護があ

る。以下，この二点を概観する。

（１） 著作物としての保護

著作権法 2条 1項 1号は，「著作物」を「思想又は感

情を創作的に表現したものであつて，文芸，学術，美

術又は音楽の範囲に属するものをいう」と定義してい

る。スタンプは，ウェブ上のイラスト素材の販売など

と同様に「美術の著作物」（同法 10条 1項 4号）とい

え，著作物としての保護が与えられる。裁判所は，通

常の印刷用書体やデザイン書体についての著作物性に

ついてはこれを原則的には認めておらず，「印刷用書

体がここにいう著作物に該当するというためには，そ

れが従来の印刷用書体に比して顕著な特徴を有すると

いった独創性を備えていることが必要であり，かつ，

それ自体が美術鑑賞の対象となり得る美的特性を備え

ていなければならないと解するのが相当である」（ゴ

ナU事件，最判平成 12 年 9 月 7 日，判時 1730号 123

頁）とし，また，「デザイン書体に著作物性を認め得る

場合があるとしても，それは，当該書体のデザイン的

要素が，見る者に特別な美的感興を呼び起こすに足り

る程の美的創作性を備えているような，例外的場合に

限られるというべきである」（ロゴ・タイプフェイス事

件，東京地判平成 12 年 9 月 28 日，判時 1731号 111

頁）としている。しかしながら，スタンプは通常の印

刷用書体やデザイン書体と異なり，キャラクターのイ

ラストやセリフ，背景など様々な要素をもっており，

「従来の印刷用書体に比して顕著な特徴を有すると

いった独創性を備えている」し，「見る者に特別な美的

感興を呼び起こ」し，「それ自体が美術鑑賞の対象とな

り得る美的特性を備えて」いると言えるだろう。

ユーザーによるスタンプの利用は，複製権または公

衆送信権でカバーされ，上述した LINE Creators

Marketの利用規約により，クリエイターは，LINE社

およびユーザーに対し，複製権または公衆送信権を許

諾する。利用規約 8.7条の規定のとおり，「これらの権

利を第三者に再許諾する権利を含む」とされているた

め，クリエイターは，LINE 社を介してユーザーに対

し，サブライセンス許諾をすることになる。

では，実際にどのような侵害態様が考えうるか。

LINE スタンプは LINE 社が提供するサービスに閉じ

た電子的な商品であり，現在のところそのままでは他

のサービスで使用することができない。また，他者の

著作権を侵害したスタンプは，LINE Creators

Marketの利用規約により登録できないので，過誤等

による審査の場合を除き，そもそも LINE 社向けのス

タンプとして流通しない。とすれば，あまり侵害の場

面が想定できないのであろうか。

否，そうとも限らない。例えば，デジタル画像の著

作権侵害を考えるときに，問題となるのはスクリーン

ショットである。すなわち，スクリーンショットと

は，パソコンやスマートフォンなどの情報端末のモニ

ター領域すべてを画像として保存すること，または保

存した画像をいう。

このスクリーンショットでスタンプを撮影すればど

うなるか。例えば，LINEのチャット画面で，LINE社

からスタンプを購入したあるユーザー Aが当該スタ

ンプを他のユーザー Bに送信したとする。ユーザー

Bが LINE 社からスタンプを購入していない点は何も

問題がない。ユーザー Bはユーザー Aからのスタン

プを受信しただけだからである。しかし，ユーザー B

が LINE のチャット画面で自己のスマートフォンのス

クリーンショットを撮り，当該スタンプを含む全画面

の画像を撮影した場合はどうなるか。このユーザー B

が当該スタンプ画像をトリミングすることは容易であ

り，通常のスマートフォン上でも可能である。トリミ

ングして背景を削除したスタンプ画像を LINE の

チャット画面で画像として送信することは可能であ

る。そうすればキャプチャーした画像をあたかもスタ

ンプのようにチャット内で使用することは可能であ

る。しかも，スクリーンショットの画像の精度からし

てもオリジナルのスタンプとほとんど遜色なくコピー

が可能である。このコピー画像をフェイスブック社の

提供するメッセンジャーなどの LINE 社以外のチャッ

トサービスで画像として送付するのは技術的には可能

となってしまう。

しかしながら，この例で LINE 社からライセンス許

諾を受けているのはユーザー A であり，受信側の

ユーザー Bではない。また，LINE Creators Market

の利用規約に基づくライセンス許諾においては，

LINE 上でのスタンプの使用しか許諾していないた

め，他の SNS など LINE サービス以外の利用につい
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てはライセンス許諾の範囲ではない。したがって，他

のサービスなどで無断使用が起きた場合は，複製権お

よび公衆送信権の侵害として著作権侵害となる。

では，ユーザー B は自己の行為，すなわち，スク

リーンショットでコピーしたスタンプの画像を他の

ユーザーに送付する行為が著作権法 30条 1項の「個

人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範囲内

において使用」する私的利用として侵害の例外を主張

し得るか。ユーザー Bはコピーした画像を販売した

のではない。チャット内でコピーした画像を送信した

だけである。LINE のコミュニケーションは閉じられ

た私的なコミュニケーションで使われることが多く，

著作権法 30条 1項にいう「個人的」または「家庭的」

な利用に当たるようにも思える。しかしながら，「個

人的」または「家庭的」な利用は狭く解されており，

限定的な家族間のやり取りはさておき，友人間での利

用については「個人的」または「家庭的」な私的利用

に当たるとは解すべきではないだろう。同条にいう

「その他これに準ずる限られた範囲内において使用」

とはネット上のコンテンツ利用において一体何を意味

するか。ネット時代の情報発信は，個人的なものでも

全世界に発信されるのが前提になっているため，この

ような不明確な判断基準は既に時代に合わなくなって

おり，ネットやスマートフォンによる情報通信の実態

も踏まえ近い将来法改正がなされる可能性もあるだろ

う(7)。いずれにしても，スタンプが有償で取引される

可能性を知りながらそれを正規に購入せず，スクリー

ンショットなどで撮影しコピー画像をトリミングして

送信する行為の正当性を認める必要もないと思われ

る。

ただ実際上は，そのような侵害行為が起きたとし

て，どのように発見するのかという問題があると言わ

ざるを得ない。LINE のチャットサービスはユーザー

間の閉じられた空間である。このチャット空間におけ

るコピー画像のやり取りについては，クリエイターが

著作権侵害を発見する術がない。また，スクリーン

ショットは，スマートフォンやパソコンの基本的な機

能であるためこれを全面に禁止することはユーザーの

情報機器に対する意識の実情に合わないであろう。こ

の点は，画像の著作物についてのコピープロテクショ

ンをどう考えるかという問題であり，技術的にコピー

が容易という情報商材一般の問題でもある。

さらに，既述のとおり，利用規約によりスタンプ等

に関する著作者人格権の不行使特約を結んでいるの

で，当該スタンプが著名なクリエイターのイラストで

ない限り，誰がスタンプの著作者なのか知る術がな

い。とすると，コピー画像をやり取りするユーザーは

誰から著作権を主張されるかわからないということに

なる。

周知のとおり，著作権は無方式で発生するが（著作

権法 17条 2項），クリエイターとしては，著作権登録

を行い，実名の登録（同 75条）および著作物の第一発

行年月日または第一公表年月日の登録（同 76条）をす

ることが望ましい。これにより，反証がない限り，登

録を受けた者が，当該著作物の著作者と推定され，登

録されている日に当該著作物が第一発行又は第一公表

されたものと推定される。さらに，著作権登録に加

え，LINE Creators Marketに応募した日などもクリ

エイターが著作者であることの補足の証拠として有効

であろう。ただ，実際には著作権登録制度自体はほと

んど使われていないのが現状であり，クリエイターに

おける認知度の面などから制度的には更なる充実が求

められている。

では，スクリーンショットのような文字どおりの複

製権の侵害ではなく，スタンプの中のある登場人物が

複製された場合はどうなるであろうか。既述のとお

り，スタンプは，40種類を 1 シリーズとして取引さ

れ，登場人物やモチーフなどが共通しているが 1枚 1

枚の画像は異なるイラストである。このとき，あるク

リエイターが他のクリエイターが作成したスタンプに

出てくる登場人物をつかった異なる描写のスタンプを

作成した場合どうなるか。換言すれば，一連のスタン

プに表現されたキャラクターを保護の対象にできる

か，ということである。

ポパイマフラー事件（大阪高判昭和 60 年 9 月 26

日，判時 1182号 141頁）において，裁判所は，キャラ

クターとは，「原著作物中の人物などの名称，姿態，役

割を総合した人格とでもいうべきものであって，原著

作物を通じ又は原著作物から流出して形成され，原著

作物そのものから独立して歩き出した抽象的概念」で

あるとし，「それ自体は思想，感情を創作的に表現した

ものとしての著作物性を持ち得ない」とした。

また，ポパイネクタイ事件（最判平成 9 年 7 月 17

日，民集 51巻 6号 2714頁）では，「キャラクターとい

われるものは，漫画の具体的表現から昇華した登場人

物の人格ともいうべき抽象的概念であって，具体的表
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現そのものではなく，それ自体が思想又は感情を創作

的に表現したものということができない」として，1

枚 1枚の著作物を離れた抽象的なキャラクターについ

て著作権法上の保護は与えられないことを判示した。

これらの判例の考え方に従うと，著作権はあくまで 1

つ 1つのスタンプに存在し，スタンプを離れた抽象的

なキャラクターについての著作権は存在しない。先に

挙げた LINE社のオリジナルスタンプ「ムーン」（図 2

参照）のキャラクター自体や名前などに著作権は存在

しないのである。

一方，具体的な 1枚 1枚のキャラクター画の複製は

どうなるか。ワン・レイニー・ナイト・イン・トー

キョー事件（最高裁昭和 53 年 9 月 7 日，民集 32巻 6

号 1145頁）において，「著作物の複製とは，既存の著

作権に依拠し，その内容及び形式を覚知させるに足り

るものを再製することをいうと解すべき」とされたよ

うに，判例・学説上，複製権の侵害については，実質

的類似性と依拠性の両面から検討される。実質的類似

性についてみると，「複製権は著作物の全部のみなら

ず，著作物の部分についても及ぶ(8)」。ここで，キャラ

クター画と複製権の関係について，先に挙げたポパイ

ネクタイ事件の立場に立つと，「キャラクターを具体

的に表現した段階の，いわゆるキャラクター画が著作

物に該当し得ることになり，（中略）原画と複製物の間

に必ずしも完全な同一性がみられなくとも，原画に表

わされた登場人物の容ぼう，姿態，性格等の本質的な

特徴が複製物に表現されていると認められれば原画の

複製となる(9)」という見解がある。この見解に従う

と，別のクリエイターが「ムーン」に類似のスタンプ

を作ったとして侵害になるかどうかは，スタンプの原

画に表わされた登場人物「ムーン」の容ぼう，姿態，

性格等の本質的な特徴が類似のスタンプに表現されて

いるか否かが複製権の侵害の成否を決めることとな

る。

また，依拠とは，「ある物が他人の著作物に現実にア

クセスし，これを参考にして別の著作物を作成するこ

とをいう」（マンション読本事件，大阪地判平成 21 年

3 月 26 日，判時 2076号 119頁）。ワン・レイニー・ナ

イト・イン・トーキョー事件で確認されたとおり，過

失による依拠という概念はないため，注意すれば存在

することを知り得たのに，不注意により知らなかった

ことをもって，先行著作物の内容を知っていたとはさ

れない(10)。したがって，LINE のスタンプへのアクセ

ス可能性だけでは足りず，実際にアクセスしたことを

立証することが必要であると考えられる(11)。他のス

タンプに依拠したことではなく，単に他のスタンプに

アクセスできたか否かのみを要求するのであれば，ク

リエイターでなくともスマートフォンやパソコンを介

して LINE 社のアプリからスタンプにアクセスするこ

とは容易に可能であるから，著作権法が「複製」また

は「再製」（著作権法 2条 1項 15号）に依拠性を要求

し，独自の創作を著作物として保護する趣旨が没却さ

れるからである。

一方，この「依拠」の要件を厳格に解してしまうと，

スタンプの著作権侵害を主張するものは，相手方がど

のスタンプに依拠し真似をしたのかを具体的に特定し

なければならなくなる。しかし，ポパイネクタイ事件

において，判例は「複製というためには，第三者の作

品が漫画の特定の画面に描かれた登場人物の絵と細部

まで一致することを要するものではなく，その特徴か

ら当該登場人物を描いたものであることを知り得るも

のであれば足りる」としている。したがって，クリエ

イターはすべての複製権侵害について個別のスタンプ

を特定しなければならないのではない。

これら類似性と依拠性は，著作権の侵害を考える際

に重要な判断要素であるが，具体的にどのような場合

をいうのか事前に把握することは難しい。ここで，京

都地裁の判断が一つのガイドラインを提供している。

すなわち，裁判所は，アンコウ行灯事件（京都地判平

成 7年 10 月 19 日，判時 1559号 132頁）において，既

存の著作権を利用してある作品を作出する場合を次の

4つに分類する。

① 既存の著作物と全く同一の作品を作出した場合，

② 既存の著作物に修正増減を加えているが，その修

正増減について創作性が認められない場合，

③ 既存の著作物の修正増減に創作性が認められる

が，原著作物の表現形式の本質的な特徴が失われる

に至っていない場合，

④ 既存の著作物の修正増減に創作性が認められ，か

つ，原著作物の表現形式の本質的な特徴が失われて

しまっている場合

このうち，①②については複製権（著作権法 21条）

の侵害とし，③については翻案権（同法 27条）の侵害

とし，④については全く別個独立の著作物の作出する
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ものであって著作権侵害を構成しないとして整理し

た。また，同判決では，「表現形式上の本質的特徴」

は，「それぞれの著作物の具体的な構成と結びついた

表現形態から直接把握される部分に限られ，個々の構

成・素材を取り上げたアイデアや構成・素材の単なる

組み合わせから生ずるイメージ，著作者の一連の作品

に共通する構成・素材・イメージ（いわゆる作風）な

どの抽象的な部分にまでは及ばないと解するべき」と

した。

これをスタンプに当てはめると，先のスクリーン

ショットによるコピー画像の作成の場合は①にあたる

と言える。次に，クリエイターが他のスタンプに依拠

して修正増減を加えたが，背景を変えただけなど何ら

の創作性も付加していないような場合は②の複製権の

侵害に当たる。さらに，創作性のある修正増減が加え

られても，もとのスタンプの表現形式の本質的な特徴

が失われるに至っていない場合，例えば横向きや後ろ

向きの「ムーン」のキャラクターが登場するなどの場

合は③の翻案権の侵害となろう。他方，独自のキャラ

クターについて，40種類のスタンプに展開する上で，

他のスタンプにおける一連の作品に共通する構成・素

材・イメージなどの作風に類似のものがあったとして

も，原著作物の表現形式の本質的な特徴が失われてし

まっている場合には，ムーンではなく別のキャラク

ターとして④のとおり別個独立の著作物として取り扱

われる。

以上をまとめると，著作権は無方式で成立するため

クリエイターにとって使い勝手の良い保護手段ではあ

るが，デジタルコピーの容易性の問題や権利主張の困

難性がある。個人での著作権登録は制度に対する知識

が乏しく行われないことが多いが，漫画やアニメのク

リエイターが自己のイラストをスタンプとしても販売

したい場合など将来的なビジネス展開を考えるのであ

れば，可能な限り，LINE Creators Marketの審査を

受ける前に，著作権登録を行い自己が著作権者である

ことを示しておくことが望ましい。また先のスクリー

ンショットの例で述べたとおり，スタンプが購入され

てからユーザーがどのように使うかをコントロールす

るのは困難である。したがって，クリエイターとして

は販売されているスタンプの中に自己の著作権に依拠

されているものがないか注意をしておくということも

必要となってこよう。LINE Creators Marketにおけ

る審査で他人の著作権を侵害するものは認められない

とはいえ，自衛手段を取っておくに越したことはない

からである。

（２） 商標としての保護

次に，スタンプそのものを標章としてとらえた場

合，商標法上の保護はどうなるか。

ここで，絵画作品そのものについて商標登録出願を

認めてしまうと，結果として絵画そのものを半永久的

に独占できるため著作権の保護期間を設けた趣旨が没

却されるため不適当とする有力な説がある(12)。しか

しながら，スタンプはいわゆる絵画そのものではなく

電子的商品として流通されることを前提にしており，

他のキャラクター商品などと同様に顧客吸引力を有す

るため標識法による保護を認めるべきであると考えら

れる。

既に LINE 社は自社のオリジナルスタンプについて

それぞれ商標登録出願を行っている。一例を図 4に示

す。図 4 は，2014 年 4 月 8 日に出願された商標

2014-27159号（登録第 5739843）である。

図４：商標登録第 5739843 号

ここで一般のクリエイターにとって参考になるのは

LINE 社による商標登録出願の指定商品である。この

商標登録第 5739843号では，非常に多岐に渡る商品お

よび役務が指定されている。例えば，第 9類（情報処

理用の機械器具など）の中では，「インターネットを利

用して受信し，及び保存することができる画像ファイ

ル」の他，「携帯電話機」，「携帯電話機用のストラッ

プ」，「携帯電話機用カバー」，「携帯電話機用ケース」，

「コンピュータ」，「タブレット型コンピュータ」，「コン

ピュータプログラム（記憶されたもの）」，「コンピュー

タ用プログラム（電気通信回線を通じてダウンロード

により販売されるもの）」，「ダウンロード可能な携帯
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電話用のプログラム」など様々なものが指定商品とさ

れている。さらに，第 16類（紙，紙製品及び事務用

品），第 25類（被服及び履物），第 28類（がん具，遊

戯用具及び運動用具），第 38類（電気通信），および第

41類（教育，訓練，娯楽，スポーツ及び文化活動）か

らも数多くの商品等が指定されている。しかしなが

ら，一般のクリエイターにとってここまで広範囲の商

品等を指定するのは困難であろう。この中から選択的

に必要最小限の保護を求めて商品等を指定するなら

ば，「インターネットを利用して受信し，及び保存する

ことができる画像ファイル」を指定すべきであろう。

商標権の侵害は，登録商標と指定商品等の類否で判

断される。スタンプは，同一シリーズ内でキャラク

ターやモチーフなどが共通するが 1枚 1枚の画像は異

なる。他のクリエイターが同じようなスタンプを作成

し流通を始めたとする。著作者が他の著作物に主体的

に「依拠」したかが判断基準となる著作権法上の侵害

判断と異なり，商標法上の類否判断は需要者を基準と

するため相対的ではない。したがって，客観的に外

観，称呼，観念を検討し需要者にとって出所の混同を

生じるか，という観点で判断される。

しかしながら，仮に類似の範囲であっても，スタン

プは商品に付するマークと異なり，スタンプ自体が商

品として流通するため，スタンプそのものの利用は，

出所を表示するという商標本来の使用と異なる。次項

で取り上げるスタンプの名前と異なり，スタンプその

ものを送信するなどの行為が果たして商標的な使用と

言えるのかどうか疑わしい。ポパイアンダーシャツ事

件（大阪地判昭和 51 年 2 月 24 日，無体集 8 巻 1 号

102 頁）では，アンダーシャツの胸部に表示された

キャラクターについて商標的使用が否定されてい

る(13)。ここでスタンプとポパイアンダーシャツ事件

で異なるのは，スタンプはそれ自体が取引の対象であ

る商品である点である。この場合の商標的使用とは何

を指すか。この点は，裁判所の判断の集積を待たねば

ならない(14)。

３．２ スタンプの名前

先に述べたとおり，著作権の保護対象は，「思想又は

感情を創作的に表現したものであつて，文芸，学術，

美術又は音楽の範囲に属するものをいう」と定義され

ているため，スタンプにキャラクター名などをつけて

いる場合，キャラクター名は著作権の保護対象とはな

らない。したがって，スタンプの名前について商標登

録しておくということが考えられる。この場合，スタ

ンプのイラストを商品と捉えれば，その名前は商品名

といえ，商標的な使用を観念しやすい。例えば，スタ

ンプ名「ムーン」を第 9類「インターネットを利用し

て受信し，及び保存することができる画像ファイル」

として商標登録出願を行うことなどが具体例として考

えられる。これにより，他のクリエイターが「ムーン」

と同一または類似のスタンプ名でスタンプを販売する

行為について商標権侵害を問い得る。

３．３ スタンプ関連キャラクター商品

では，スタンプを販売することから離れて，スタン

プのキャラクターを T シャツにつけたり，ぬいぐる

みを作ったり，玩具や文具などにつけるなど，二次的

に利用した場合はどうなるか。

このようなキャラクター商品の法的保護について

は，従来から様々な議論がなされている。最近の事例

としては，2008 年に人気地域キャラ第 1号となった

「ひこにゃん（登録商標）（滋賀県彦根市のご当地キャ

ラクター）」や 2010 年に九州新幹線全線開通に合わせ

て作られた「くまモン（登録商標）（熊本県のご当地

キャラクター）」などからブームに火がついたいわゆ

る「ゆるキャラ（登録商標）（商標登録されている関係

上から最近では「ご当地キャラクター」と呼ばれる）

がある(15)。この「ゆるキャラ」，あるいは，「ご当地

キャラクター」についても，LINE Creators Market

におけるスタンプのように，一般公募して販売される

ものもある。

このようなキャラクター商品については，商品化権

許諾契約などの私的な契約によって取引されることが

多い。商品化権を，明確に定義した知的財産権法は存

在しない。しかしながら，商品化権は商慣習上徐々に

認められるようになってきた概念であり判例上もその

存在を前提にしているものが多数ある。ただし，法律

上商品化権という物的な権利が規定されていないた

め，物権法定主義の観点から解釈で物権的な権利を認

めることは難しいとされる(16)。

LINE Creators Marketにおける利用規約上，クリ

エイターは，LINE 社に対し LINE 上のサービス外で

のスタンプの利用を許諾しているわけではないから，

他の商品に展開する商品化権までを LINE 社に許諾し

ているわけではないと考えられる。とすれば，クリエ
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イターとしては自己のスタンプに人気が出て他の商品

展開を考える際に，ライセンシーと商品化権許諾契約

を締結して権利義務関係を明確にしておくことが望ま

しい(17)。

３．４ スタンプの作者名

先に述べたとおり，LINE Creators Marketの利用

規約は，著作者人格権について，これを不行使として

いる。したがって，LINE スタンプのクリエイターが

公表権，氏名表示権，同一性保持権を主張することは

できない。LINE のスタンプは，実際の作者の意向と

は独立してユーザー間のコミュニケーションの中で使

われることが多いため，このような条項を入れたもの

と考えられる。

無論，一般のクリエイターにとっては，自己の氏名

が表示できなくても特に不都合はないと考えられる。

しかしながら，人気漫画の作者がスタンプでのビジネ

ス展開を考えるような場合，自己の氏名を表示するか

どうかはコンテンツビジネスをいかにデザインするか

にかかわる重要な問題である。また一般のクリエイ

ターにとっても後々の侵害の場面での権利主張を考え

る際に，著作権者としての実名は重要なポイントである。

やはり先に述べたとおり，クリエイターとしては，著作

権登録を行い，実名の登録をしておくことが望ましい。

３．５ スタンプの周知性/著名性

スタンプに対する不正競争防止法上の保護として

は，不正競争防止法 2条 1項 1号および 2号の適用が

考えられる。先に挙げた「ひこにゃん」に関する「ひ

こにゃん事件」（大阪地決平成 22 年 12 月 24 日，判時

2167号 102頁）でも，不正競争防止法 2条 1項 1号お

よび 2号の適用を理由とする差止請求権の有無が争わ

れた(18)。

スタンプが社会に認知される以前の一般的な文字書

体はタイプフェイスと呼ばれ，漢字，ひらがな，カタ

カナ，アルファベットなどについて様々なフォントが

作られている。このタイプフェイスについてヤギ・

ボールド事件（東京高判昭和 58 年 4 月 26 日，判時

934号 74頁）においてその著作物性が否定されてい

る。しかしながら，タイプフェイスについては不正競

争防止法上の保護が与えられる。モリサワタイプフェ

イス事件（東京高決平成 5年 12 月 24 日，判時 1534号

218頁）では，タイプフェイスについて，「無体物で

あっても，その経済的な価値が社会的に承認され，独

立して取引の対象となっている場合には」，不正競争

防止法 1条 1項 1号の「商品」にあたるとした(19)。

不正競争防止法上の保護には商標法と異なり，登録

は不要である。しかしながら，スタンプについても不

正競争防止法上の保護を受けようとするならば，事実

上当該スタンプがある人や会社の商品であることを示

す標章として一般に周知または著名であることが必要

である。キャラクターとして周知・著名であること

が，商品等の出所表示として周知・著名であることを

常に意味するのではない(20)。人気アニメや著名人の

スタンプのようにスタンプの作成以前にそのキャラク

ターを利用したビジネスを展開していることなどによ

り，一般人または当該業界において周知または著名に

なっていることを前提とするといえよう。また，当該

スタンプが商品等表示として周知の場合（1号）はさ

らに「混同のおそれ」の要件の充足も必要となる。す

なわち，「混同のおそれ」として品質管理に関する主体

についての誤認が生じていることを立証する必要がある。

また，不正競争防止法 2条 1項 3号の適用も考え得

る。すなわち，同項は他人の商品の形態を模倣した商

品を譲渡等する行為として，不正競争行為としている

からである。ここで，「商品」に無体物であるスタンプ

が含まれるのかが問題となるが，先に挙げたモリサワ

タイプ事件にて，無体物であっても「商品」に該当す

ると判断されていることから，スタンプについても不

正競争防止法上の「商品」に該当すると考えて差し支

えないのではないかと考える。また，3項による保護

は，模倣を防止するものであるため，著作権法上の複

製権の侵害の場合のように「依拠性」を要する，さら

に他人の商品の形態との「実質的同一性」も要する。

すなわち，「ドラゴンキーホルダー事件」（東京高判平

成 10 年 2 月 26 日，知的裁集 30巻 1号 65頁）に即し

て言えば，「当該他人の商品形態を知り，これを形態が

同一であるか実質的に同一といえる程に酷似した形態

の商品と客観的に評価される形態の商品を作り出すこ

とを認識していること」が必要とされる。無体物であ

るスタンプの場合，3号による保護はほぼ著作権の複

製権による保護と重なるため，あえて 3号による保護

を求める実質的な意義はそう大きくない。

このように，不正競争防止法上の保護は，登録を必

要としない点でクリエイターにとって便利なものであ

るが，その適用要件は周知・著名性や混同のおそれを
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要件とするものであり，限られたスタンプにのみ適用

されるものであると言える。

３．６ 他者の知的財産権との抵触

先述のとおり，LINE Creators Marketの利用規約

では，スタンプの販売に際し，他者の著作権，商標権，

特許権等の知的財産権を侵害する行為は禁止される

（利用規約 10.3条）。これらの禁止事項に当たらない

かは LINE 社によって審査されるが，クリエイターと

しても無用の争いを避けるためスタンプ作成時には細

心の注意を払い，他者の権利に抵触しないように注意

を支払うべきである。スタンプとして人気が出てから

問題が起きた場合，ビジネス展開を根本的に阻害する

リスクとなり得るので可能な限りそのようなリスクを

排除すべきである。具体的には，既存のイラストなど

に依拠せずにオリジナルキャラクターの作成に努め

る，特許庁のホームページにて商標や意匠について調

査してみるなどの対策が必要であろう。疑義のある場

合は，キャラクタービジネスに詳しい弁理士などの専

門家に相談することも厭わない姿勢が重要である。

３．７ スタンプにおける人格権

上述した知的財産権法上の権利以外に，クリエイ

ターが配慮しなければならないのは，肖像権やパブリ

シティ権である。理解の整理としては，対象物が一般

人のときはプライバシー権としての肖像権が，芸能人

やプロスポーツ選手など著名人のときは肖像権とパブ

リシティ権が問題となる(21)と整理すれば理解しやす

いだろう。

肖像権は，法文上の明確な規定があるわけではない

が，例えば「マークレスター事件」（東京地裁昭和 51

年 6 月 29 日判決，判例時報 817号 23頁）などの判例

や学説においては，憲法 13条の幸福追求権の侵害ま

たは民法 709条の不法行為として法的に保護されるべ

きとされる人の肖像に関する権利をいう。一般に肖像

権は写真の被写体が人の場合に問題となるが，人物画

についても問題になることがあるため，一般人の人物

画をスタンプとした場合，肖像権の問題になる可能性

がある。クリエイターとしては，特定の個人の肖像を

同意なくスタンプとするようなことがないよう配慮が

必要である。

また，パブリシティ権とは，肖像の主体が芸能人や

プロスポーツ選手などの著名人の肖像について発生す

る経済的利益・価値を保護する権利をいう。このパブ

リシティ権もまた実体法に明記されているわけではな

いが，先に挙げた「マークレスター事件」や「ピンク・

レディー」事件（最判平成 24 年 2 月 2 日，判時 2143

号 72頁）でその存在が確認されている。一方，物のパ

ブリシティ権は，「ギャロップレーサー事件」（最判平

成 16 年 2 月 13 日，判時 1863号 25頁）にて否定され

ているため，キャラクターについてのパブリシティ権

は生じない。また，パブシティ権は人格権に由来する

ので，死者のパブリシティは否定される公算が高

い(22)。すでに，芸能人などのスタンプは発売されてい

る。これらは当該芸能人などの同意を得ていると考え

られるが，クリエイターとしては同意なく著名人の肖

像をスタンプとすることがないよう留意が必要である。

さらに肖像権やパブリシティ権の侵害は，プライバ

シーの侵害，名誉権などの人格権の侵害を理由とする

不法行為などと重なることも多い(23)。LINE Creators

Marketの利用規約でも，名誉権，プライバシー権を

侵害することは禁止事項である（利用規約 10.3条）。

クリエイターとしてはこのような人格権の侵害になっ

ていないか，また政治・宗教・人種について偏向した

内容や差別表現になっていないか，についても留意す

る必要があろう。

４．考察

以上，本稿で取り上げたスタンプの各種態様におけ

る法的保護をまとめると，以下のとおりである。

○ △ ―

著作権法 商標法 不正競

争防止

法

肖像権／

パブリシ

ティ権

表１「各法域における保護」

一般人や著名

人の肖像

スタンプの著

名性

スタンプの作

者名

スタンプ関連

キャラクター

商品

スタンプ名

スタンプその

もの

― ○ ―

×

（LINE Creators

Market の 利 用

規約上，不行使）

― ― ―

△ ― △ ―

― ○ △ ―

○

― ― ― ○

―
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本表において，「○」としているものは当該法律によ

る保護が確立されているものを示す。「―」は当該法

律によっての保護が観念できないものを示す。「×」

は著作者人格権のように LINE Creators Marketの利

用規約上，明確に不行使としていることを表す。「△」

は場合によって保護され得ることを示す。

表 1のとおり，スタンプそのものについての基本的

な保護は著作権法がカバーしている。スタンプそのも

のについて商標法による保護は考え得るが，侵害の場

面においては商標的使用といえるか否かについて，課

題があると言わざるを得ない。スタンプ名について

は，著作権法ではカバーしてないため，商標法におけ

る保護を期待する他ない。

スタンプ関連キャラクター商品については，いわゆ

る商品化権―すなわち，著作権法上の保護を中心に不

正競争防止法上の保護などを複合的に検討する必要が

ある。

スタンプの作者名については，法的には著作者人格

権による保護があるものの，LINE Creators Market

の利用規約上不行使特約を締結しているためこの点は

保護を放棄することになる。

スタンプが著名性を帯びている場合は，不正競争防

止法上の保護を検討できる。一般人や著名人の肖像に

ついてスタンプを作成する場合は，肖像権，パブリシ

ティ権によって保護される場合があることに留意が必

要である。

５．結びにかえて

本稿では，LINE のスタンプには，どのような法的

保護が与えられるかをテーマに，一般のクリエイター

が考えるスタンプ販売を中心とするスタンプ・ビジネ

スのプラニングに資するという観点から，スタンプそ

のもの，名前，関連キャラクター商品などの各種の態

様に分解してそれぞれに対する法的保護を議論してき

た。

表 1のとおり，これら各法域による保護は，スタン

プのある側面はカバーするが，ある側面はカバーしな

いというものであり，今のところ，スタンプに関する

すべての側面を包括的に保護するような一つの法律は

ない。

また，商標権など特許庁による登録が必要なものは

出願費用がかかるため，一般のクリエイターにとって

は費用がかさむことになる。

したがって，クリエイターとしては自分の行おうと

するスタンプのビジネスプランを明確にして各取引対

象に適合する法的保護を選択する必要がある。その

際，弁理士などの知的財産の専門家に相談しながら，

自己のスタンプ・ビジネスに知的財産を活用すること

が重要である。本稿が，一般のクリエイターのスタン

プ・ビジネスのプラニングの際，少しでも参考になれ

ばと祈るばかりである。
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